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１ 目的 
鳥取県（以下「県」という。）では、天神川流域下水道事業の持続可能性向上を目的と

した取り組みの一つとして、天神川流域下水道で発生する下水汚泥を中心とした地域バ

イオマス資源の有効活用について検討しており、活用方策（ガス発電、肥料化、燃料化等）

や活用資源の範囲（下水汚泥、し尿・浄化槽汚泥、生ごみ、家畜糞尿、刈草等）、事業ス

キーム（民設民営、ＰＦＩ、ＤＢＯ等）等について、民間事業者発案による提案を募集す

る。 
なお、本発案募集は検討の予備調査（可能性調査）としており、事業化の可能性がある

最優秀提案については、令和３年度以降に詳細な調査に着手する可能性もある。 
 
 
２ 応募資格等 
（１）応募資格 

応募することができる者は次に掲げる要件をすべて満たす法人（以下「法人」という。）

であること。 
ア 法人又は法人のグループ単位での応募に限る。 
イ 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４の規定に該当しない法人

であること。 
ウ 令和２年 12 月 15 日（火）から審査完了の日までの間のいずれの日においても、鳥

取県指名競争入札参加資格者指名停止措置要綱（平成７年７月 17 日付出第 157 号）第

３条第１項の規定による指名停止措置を受けていない者であること。 
エ 会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）の規定による更生手続開始の申立てが行われ

た法人又は民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）の規定による再生手続開始の申立て

が行われた法人でないこと。 
オ 法人の役員に、破産者、法律行為を行う能力を有しない者又は禁固以上の刑に処せら

れている者がいないこと。 
カ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に掲げる暴力団又は

暴力団若しくはその構成員の利益につながる活動を行う法人等（暴力団員であること

を知りながら、次の（ア）から（カ）までのいずれかの事実があるものをいう。）でな

いこと。 
（ア）暴力団員を経営幹部とすること。 
（イ）暴力団員を雇用すること。 
（ウ）暴力団員を代理人又は受託者等として使用すること。 
（エ）暴力団員が経営幹部となっている個人又は法人に委託業務を再委託すること。 
（オ）暴力団員に対して金銭、物品その他財産上の利益を不当に与えること。 
（カ）経営幹部が暴力団員と密接な交際をすること。 

（２）法人のグループによる応募 
法人のグループ（以下「グループ」という。）が共同して応募する場合においては、次

の事項に留意すること。 
ア グループの名称を設定し、グループ内で代表となる法人を定めること。この場合にお

いて、他の法人は、当該グループの構成団体として扱うこと。なお、代表となる法人又

は構成団体の変更は、原則として認めない。 



イ 単独で応募した法人は、グループ応募の構成団体となることができないこと。 
ウ 同時に複数のグループの構成団体になることはできないこと。 
エ グループの代表となる法人及び構成団体のすべてが、（１）に掲げる応募資格のすべ

てを満たす法人であること。 
 
 
３ 検討にあたっての条件 
（１）検討対象の区域 

天神川流域下水道天神浄化センター（東伯郡湯梨浜町はわい長瀬 1517）敷地内とし、

資料２「天神浄化センター一般平面図」の既設区域（汚泥消化施設等廃止存置）及び更地

区域（Ａ～Ｄ）を基本とする。 
 
（２）検討対象施設の範囲 
  提案する活用方策に応じ、次の範囲内での検討とする。 
  ①バイオマス資源受入・前処理施設 
  ②汚泥消化施設 
  ③バイオガス有効利用施設（ガス発電、燃料化 等） 
  ④汚泥有効利用施設（固形燃料化、たい肥化 等） 
  ⑤その他関連施設 

 
（３）バイオマス資源関連情報 
ア 天神浄化センター下水汚泥（令和元年度実績） 
 ・日最大処理能力   ・・ 32,000 ㎥／日 
 ・年間流入汚水量   ・・ 7,198,521 ㎥（19,668 ㎥／日） 
 ・年間脱水汚泥発生量 ・・ 5,000ｔ 
 ・汚泥の性状 
   
 
 
 
 

 
 
 

※ 令和元年度は、高効率型二軸スクリュープレス脱水機１台と、ベルトプレス脱水

機１台の計２台が稼働。（令和２年 12 月以降は、高効率型二軸スクリュープレス

脱水機２台となる。） 
 
 
 
  

 
固形物濃度（％） 含水率（％） 

有機物／固形物

（％） 
日平均処理量 

初沈汚泥 ０．６  ９９．４ ９０．８ ４７７㎥ 

余剰汚泥 ０．３５ ９９．６ ７７．０ ４４０㎥ 
重力濃縮汚泥 ４．２  ９５．８ ９２．１ ６９㎥ 

機械濃縮汚泥 ３．７  ９６．３ ７８．１ ３２㎥ 
混合汚泥 ３．２  ９６．８ ８６．２ １０５㎥ 
脱水汚泥 ２１．７  ７８．３ ９１．７ １３．７ｔ 



イ その他のバイオマス資源 
   資源の種類、量、性状等については、提案者において収集・確認したデータの利用を

可とし、その際は提案書に出典を明記すること。 
   なお、県が保有するデータを希望する場合、４（１）アのアドレスに１２月２２日（火）

までに連絡すること。 
 
（４）過去の天神浄化センターにおけるバイオガス発生量（平成１８年度実績） 

項 目 概 要 

消化槽投入量 
35,722 ㎥／年 
（内訳：重力濃縮汚泥 21,866 ㎥／年 59.9 ㎥／日、 
    機械濃縮汚泥 13,906 ㎥／年 38.1 ㎥／日） 

消化汚泥 
固形物濃度： 1.9％ 
有機物濃度：76.2％ 

平均消化日数 32 日（無加温） 
バイオガス発生量 471,600 ㎥／年 

メタン濃度 59％ 
 
（５）天神浄化センター内関連設備の能力等 

設備名 設置年 規模・能力等 摘 要 

重力濃縮槽 1983 年 
重力式円形放射流方式（容量 305 ㎥） 
内径 10ｍ×水深 3.5ｍ     １槽 

初沈汚泥投入 

機械濃縮機 2015 年 
ベルト型ろ過濃縮機 
 20 ㎥／時×2.1kw       ２台 

余剰汚泥投入 

汚泥貯留槽 
（混合槽） 

2007 年 
鉄筋コンクリート造（合計容量 400 ㎥） 
 幅５m×長さ 10m×深さ４m  ２槽 

重力・機械濃縮汚

泥を投入、混合 

汚泥脱水機 
2019 年 
2020 年 

高効率型二軸スクリュープレス脱水機 
 464kg-DS／h         ２台  

汚泥消化槽 1983 年 
無加温（容量 3,140 ㎥） 
 内径 20m×水深 10m      １槽 

2007 年休止 
(現状使用不可） 

ガス貯留タンク 1983 年 
水封式ガスホルダ―（容量 1,400 ㎥） 
 内径 15m×高さ８m      １基 

2007 年休止 
(現状使用不可) 

※ 既存（休止中）の汚泥消化槽及びガス貯留タンクの状況等については、現地見学会

等を通じて各提案者において直接確認すること。 
 
（６）事業期間 
ア 設計・建設（改築）期間：３年を越えない範囲で提案者の提案とする。 
イ 維持管理・運営期間  ：２０年間 

 
  



（７）事業手法 
民設民営を基本とするが、ＰＦＩ方式等のその他の方式の提案も可能とする。 
ただし、次の条件を満たすこととする。 

 ＜条 件＞ 
  ◆県及び構成市町の新たな投資がない、或いは極めて低廉であること。（※） 
   ※ 天神浄化センターの脱水汚泥外部処理委託費の削減が可能となること。（資料４） 
  ◆天神浄化センター下水汚泥以外のバイオマス資源の利活用は必須としない。 
 
 ＜前 提＞ 
  ◆天神浄化センターからの濃縮汚泥の提供は無償とするが、収支（損益）計算により採

算性が低い場合は天神浄化センターからの処理委託費用（本事業実施者の収入）を設

定することも可能とする。ただし、天神浄化センターからの現在の脱水汚泥の外部処

理委託単価が１５，５００円／ｔであることから、｢汚泥有効利用施設｣の提案有無及

び内容を踏まえ、適切かつ低廉な設定とすること。なお、汚泥提供に必要な施設設備

等の整備は、本事業実施者自身の負担とする。 
  ◆新たなバイオマス資源の受入れに起因して増加する消化汚泥等の脱水に要する経費

（汚泥脱水機の運転経費及び薬品費）は本事業実施者の負担とする。 
  ◆各種バイオマス資源を天神浄化センターに受け入れるにあたっては、各排出者から

本事業実施者への処理委託費用等を設定する。 
◆天神浄化センター汚水処理由来分の脱水汚泥を汚泥有効利用施設で利用する場合、

県から本事業実施者への処理委託費用（本事業実施者の収入）を設定する。 
◆汚泥有効利用施設の提案がなく、脱水汚泥を外部処理委託する場合は、新たなバイオ

マス資源の受入れに起因して増加する脱水汚泥の経費は本事業実施者の負担とする。 
◆し尿・浄化槽等汚泥について、し尿処理場で希釈のうえ新設する下水道管により天神

浄化センターに流入させて汚水処理を行う前提とする場合、新設する下水道管等の

設置費用、費用負担者、本事業内での費用回収を行う場合はその内容等を含めて検

討・提案すること。 
 
（８）汚泥処理技術の導入・処理実績等 

提案と同様の施設等の導入・処理実績を有すること。 
もしくは、国土交通省国土技術政策総合研究所による下水道革新的技術実証事業（B-

DASH プロジェクト）の実証評価、地方共同法人日本下水道事業団による技術評価、公

益財団法人日本下水道新技術機構による建設技術審査証明を取得している汚泥処理技術

を用いた提案であること。 
 

（９）最終生成物の有効利用 
本事業実施者は、自らが整備する施設において製造した最終生成物（バイオガス、堆肥、

固形燃料等）を、維持管理・運営管理を通じて全量有効利用（有価・非有価）すること。 
なお、有効利用に際して、本事業実施者が輸送費を負担し、当該輸送費が有効利用先へ

の売却代金を上回る場合も、非有価利用としての提案は可能とするが、最終生成物の有効

利用先に本事業実施者が対価を支払う提案は認められない。 
 



（１０）複数の処理技術の提案 
応募者が複数の提案を行うことは可能とする。 
その場合は、提案毎に、４（４）の提案書類を提出すること。 
 

（１１）その他 
・関係法令による要件を満たすこと。 

  ・事業期間終了後の方針（事業継続 or 事業終了（原状回復））も含めた提案とすること。 
・バイオマス資源を受け入れる提案の場合、事業期間終了後は土壌汚染がないことを確

認する措置をとること。 
・検討対象外である現在の汚水処理工程・汚泥処理工程（濃縮・脱水工程）に関し、そ

の運転方法等について、県及び公益財団法人鳥取県天神川流域下水道公社（現指定管

理者）と変更協議・調整を行うことを前提とした提案は可能とする。 
・災害発生時における対応方針及び天神浄化センター汚水処理工程への影響の考察及

び対応方針等を検討すること。 
 
 
４ 応募方法 
（１）募集要項に関する質問の受付及び回答 
ア 質問の受付 

本募集要項に関する質問の受付は下記のとおりとする。 
受付〆切 令和２年１２月２２日（火） 
受付方法 電子メールのみとする。 
様 式 質問書（様式第１号） 

送付先アドレス mizukankyouhozen@pref.tottori.lg.jp 
 
イ 質問への回答 

質問に関する回答は、鳥取県生活環境部くらしの安心局水環境保全課ホームページ

に掲載する。 
なお、県が意見と判断した質問に対しては、回答しない場合がある。 
公表日（予定） 令和２年１２月２８日（月） 

ＵＲＬ https://www.pref.tottori.lg.jp/mizutaiki/ 
 
（２）関心表明書の提出 
ア 関心表明書の提出 

本事業に関心のある者は、関心表明書（様式第２号）を提出すること。 
関心表明書は、１社で提出することも、グループで提出することも可能だが、グルー

プで提出する場合は、代表者が関心表明書及びグループ予定構成員一覧（様式第３号）

を提出すること。 
併せて誓約書（様式第４号）を提出すること。 
関心表明書の受付については下表のとおり。 

受付期間 令和３年１月６日（水）午後５時１５分まで 



受付方法 電子メールのみとする。 
様 式 関心表明書（様式第２号） 

グループ予定構成員一覧（様式第３号） 
誓約書（様式第４号） 

送付先アドレス mizukankyouhozen@pref.tottori.lg.jp 
※ 関心表明書の提出が１件もない場合、提出期限等の延長を行う場合がある。 

 
イ 現地見学会 

関心表明者を対象とした現地見学会を令和３年１月１３日（水）に行う。 
なお、詳細については、別途連絡する。 

 
（３）提案に関する質問の受付及び回答 
ア 質問の受付 

提案に関する質問の受付は下記のとおりとする。 
受付〆切 令和３年１月１５日（金） 
受付方法 電子メールのみとする。 
様 式 任意様式（連絡先を明記すること） 

送付先アドレス mizukankyouhozen@pref.tottori.lg.jp 
 
イ 質問への回答 

質問に関する回答は、鳥取県生活環境部くらしの安心局水環境保全課ホームページ

に掲載する。 
なお、県が意見と判断した質問に対しては、回答しない場合がある。 
公表日（予定） 令和３年１月２９日（金） 

ＵＲＬ https://www.pref.tottori.lg.jp/mizutaiki/ 
 
（４）提案書類の提出 

法人又はグループ単位で応募する場合の代表者（以下「提案者」）は、提案書（様式第

５号）と関係資料を添付して提出すること。なお、提案者は関心表明者に限る。提案書以

外の様式は問わないが、事業内容が具体的にわかる資料を提出すること。 
また、あわせて電子データを提出すること。提出する電子データについて、文書は

Microsoft Word、Excel 又は PowerPoint を基本とし、図面はＰＤＦ形式を基本とする。 
提出期限 令和３年２月２２日（月）午後５時１５分 
受付方法 持参又は郵送（必着） 
様 式 提案書（様式第５号）及び関係資料 

誓約書（様式第６号） 
プレゼンテーション資料（任意様式） 

提案書類提出先 〒680-8570 鳥取市東町一丁目 220 
鳥取県生活環境部くらしの安心局 
水環境保全課上下水道担当 

 



（５）提案に関するプレゼンテーションの実施 
提案の確認・審査を行うため、提案者によるプレゼンテーション（質疑応答を含む）を

実施する。 
ただし、新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため必要がある場合は、Ｗｅｂ会議方

式での実施とするなどの措置を講じる場合があるものとし、その際は提案者に別途通知

する。 
また、多数の提案があった場合は第一次審査（書面）を行うため、プレゼンテーション

実施対象とならない場合もある。 
日 時：令和３年３月９日（火） 時間未定（別途連絡） 
場 所：鳥取県庁 第２庁舎９階 第２０会議室（鳥取県鳥取市東町一丁目２７１） 

  資 料：プレゼンテーション資料については、提案書と同時に提出すること。 
 
５ 提案の審査・活用 
（１）審査手順 

提案書については、学識経験者等から構成される「鳥取県複合バイオマス資源利活用検

討会」において審査し、最優秀提案等を選定する。 
ただし、最高得点の提案であっても実現可能性が認められない場合等は、最優秀提案と

して選定しない場合もある。 
また、多数の提案があった場合、第一次審査（書類）を行ったうえで、プレゼンテーシ

ョン実施対象者を選定するなどの対応を行う場合もある。 
（２）審査基準 

提案書については、実現性、経済性、安定性、環境性の観点から審査する。審査基準の

詳細は別表「審査基準」のとおり。 
（３）検討会委員構成 

委 員 高部祐剛 氏（鳥取大学工学部社会システム土木系学科准教授） 
 戸苅丈仁 氏（鳥取環境大学環境学部環境学科准教授） 
柳 年哉 氏（鳥取環境大学経営学部経営学科教授、公認会計士） 
中江美代子氏（公益財団法人鳥取県天神川流域下水道公社主幹） 
中西朱実 氏（鳥取県生活環境部くらしの安心局長） 

（４）審査結果の公表 
  全ての提案者名、順位、評価点等を鳥取県生活環境部くらしの安心局水環境保全課ホー

ムページに掲載する。 
  ただし、最優秀提案以外の者の氏名を具体的に公表することが不適当と認められる場

合は、公表しないこととする。 
 
６ 提案にあたっての留意点 
（１）提案書類の作成・提出等に係る費用 

提案書類の作成・提出等に係る費用は、応募者の負担とします。また、提出された書類

等については、返却しません。 
（２）提案に対する謝金 
  提案書の提出に対し、謝礼をお支払いします。（３万円、先着１０提案） 
（３）県からの提供資料の取扱い 



県が提供する資料は、本事業への応募に係る検討以外の目的で使用することはできな

いものとします。 
（４）追加資料の提出 

提案内容の確認のため、必要な資料の追加提出を依頼する場合があります。 
（５）著作権等 

県が提示した募集要項等の著作権は県に帰属します。また、本事業に関する提案書類の

著作権は応募者に帰属します。 
なお、本検討対象区域において提案を調査・使用する権利については、県に帰属するも

のとします。 
（６）提案内容の公開 

提出された提案書等については、鳥取県情報公開条例に基づく開示請求の対象になり

ます。ただし、守秘すべき独自性の部分に関しては、応募者に確認を行うものとします。 
（７）事業実施方針等の検討 

提案事業を実施することが有益であると県が判断した場合には、今後具体的な可能性

調査等を実施する予定です。 
なお、優秀提案等として選定された提案について、今後事業として実施することになっ

た場合に、提案者に本事業への応募を義務付けるものではなく、また、提案者が優先交渉

権者等として選定されることを保証するものでもありません。 
 
７ 今後のスケジュール（予定） 
令和２年１２月２２日（火） 募集要項に関する質問締め切り 
令和３年 １月 ６日（水） 関心表明書の提出締め切り 
令和３年 １月１３日（水） 現地見学会 
令和３年 １月１５日（金） 提案に関する質問締め切り 
令和３年 ２月２２日（月） 提案書類の提出締め切り 
令和３年 ３月 ９日（火） プレゼンテーションの実施 
令和３年 ３月下旬（予定） 審査結果の公表 

 
  



別表 
審査基準 

 

評価項目 
（階層１） 

評価項目 
（階層２） 

評価の視点 

実現性 
【35%】 

事業計画 ◆ 事業方針、事業範囲、施工期間等が募集要項の諸条件に合致し

たものであるか。 
◆ 投入資源の性状、投入量、投入方法、影響、処理委託（受入）

単価等について具体的な説明を含む提案がなされているか。 
◆ 下水汚泥以外の資源の投入に伴う汚泥や経費の増加見込と対

応が示されているか。 
法制度 ◆ 解決すべき課題の有無と課題がある場合に具体的な対応案を

提案できているか。 
汚水処理との連

携 
◆ 天神浄化センターの汚水処理事業を実施する県との関係・連携

体制構築のイメージが示されているか。 
経済性 
【35%】 

採算性 ◆ 施設整備費用及び事業運営経費が具体的に提案されているか。 
◆ 適切な採算性が確保された事業計画であるか。 
◆ 濃縮汚泥やバイオマス資源の受入れに係る処理委託（受入）単

価の設定などが適切であるか。 
◆ 事業期間中の収支試算が示されているか。 
◆ 事業期間中の見積貸借対照表、見積損益計算書、見積キャッシ

ュフロー計算書が添付され、それらの整合性が図られている

か。 
◆ 事業運営上のリスクについて整理・分析されているか。 

財政負担 ◆ 設計・建設及び維持管理・運営期間にわたる、県及び市町の財

政負担額がない、或いは極めて低廉であるか。 
安定性 
【20%】 

提案技術の安定

的運転の確保、

災害時対応 

◆ 提案技術が導入実績、技術評価から提案期間（20 年間）にわ

たり安定して稼働できるか。災害時における汚水処理工程への

影響及び対応方針が考察され、不測の事態に対して安全である

か。 
最終生成物の品

質確保 
◆ 最終生成物を有効利用するに際して必要な性状を、投入資源の

内容・量・性状の変動に対して安定的に得られるか。 
有効利用先の担

保 
◆ 提案期間（20 年間）にわたり、最終生成物の有効利用先等が

安定的に得られるか。 
◆ 代替利用先等の想定がなされているか。 

環境性 
【10%】 

温室効果ガスの

排出量 
◆ バイオマス資源の前処理課程から最終生成物有効利用まで含

めた地球温暖化対策の環境貢献度 
周辺環境へ与え

る影響 
◆ 施設供用時の臭気対策の確実性はあるか。 
◆ バイオマス資源の持込方法や、関連車両走行に伴う周辺環境へ

の影響及び対応が具体的に示されているか。 


